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２ 当初予算の規模  
 
 令和８年度予算における一般会計、３つの特別会計及び２つの公営企業会計を合わ

せた歳出予算総額は、３９０億７，９７４万７千円である。 

 各会計における予算総額は次のとおりである。 

 

一般会計及び特別会計     （単位：千円） 

区  分 令和８年度当初 令和７年度当初 増減額 伸率 

一 般 会 計 24,422,452 23,891,394 531,058 2.2% 

特
別
会
計 

国民健康保険事業勘定 5,658,675 5,914,962 -256,287 -4.3% 

介護保険保険事業勘定 4,887,510 4,347,038 540,472 12.4% 

後期高齢者医療 1,308,135 1,087,233 220,902 20.3% 

小 計 11,854,320 11,349,233 505,087 4.5% 

合  計 36,276,772 35,240,627 1,036,145 2.9% 
      

公営企業会計     （単位：千円） 

区  分 令和８年度当初 令和７年度当初 増減額 伸率 

水
道
事
業 

収益的収入 665,270 626,258 39,012 6.2% 

収益的支出 665,270 626,258 39,012 6.2% 

資本的収入 10,041 122,693 -112,652 -91.8% 

資本的支出 71,244 187,589 -116,345 -62.0% 

下
水
道
事
業 

収益的収入 1,539,002 1,517,910 21,092 1.4% 

収益的支出 1,539,002 1,517,910 21,092 1.4% 

資本的収入 433,475 430,183 3,292 0.8% 

資本的支出 527,459 533,299 -5,840 -1.1% 

 

予算の構成 
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３ 一般会計当初予算の状況 

（１）歳入 

（単位：千円） 

区  分 
令和８年度 令和７年度 増減額 伸率 

当初予算額Ａ 構成比 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

1 款 市税 10,568,370 43.3％ 10,202,858 365,512 3.6％ 

2 款 地方譲与税 166,364 0.7％ 169,052 -2,688 -1.6％ 

3 款 利子割交付金 45,000 0.2％ 8,600 36,400 423.3％ 
4 款 配当割交付金 107,000 0.5％ 86,000 21,000 24.4％ 

5 款 株式等譲渡所得割交付金 101,000 0.4％ 92,000 9,000 9.8％ 

6 款 法人事業税交付金 131,000 0.5％ 131,000 0 0.0％ 

7 款 地方消費税交付金 1,765,000 7.2％ 1,670,000 95,000 5.7％ 
8 款 ゴルフ場利用税交付金 14,000 0.1％ 22,000 -8,000 -36.4％ 

9 款 環境性能割交付金 32 0.0％ 38,000 -37,968 -99.9％ 

10 款 地方特例交付金 105,876 0.4％ 64,600 41,276 63.9％ 

11 款 地方交付税 2,126,000 8.7％ 2,169,000 -43,000 -2.0％ 

12 款 交通安全対策特別交付金 5,925 0.0％ 5,775 150 2.6％ 

13 款 分担金及び負担金 296,077 1.2％ 435,670 -139,593 -32.0％ 

14 款 使用料及び手数料 125,268 0.5％ 123,797 1,471 1.2％ 
15 款 国庫支出金 4,008,533 16.4％ 4,154,677 -146,144 -3.5％ 

16 款 県支出金 2,427,141 10.0％ 1,552,699 874,442 56.3％ 

17 款 財産収入 7,134 0.0％ 4,167 2,967 71.2％ 

18 款 寄附金 146,000 0.6％ 127,000 19,000 15.0％ 

19 款 繰入金 1,048,410 4.3％ 1,325,304 -276,894 -20.9％ 

20 款 繰越金 250,000 1.0％ 250,000 0 0.0％ 

21 款 諸収入 218,922 0.9％ 240,895 -21,973 -9.1％ 
22 款 市債 759,400 3.1％ 1,018,300 -258,900 -25.4％ 

合  計 24,422,452 100.0％ 23,891,394 531,058 2.2％ 

歳入の構成と財源の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
自主財源（その他）2.1％の内訳 
・繰越金       1.0％ 
・寄附金       0.6％ 
・使用料及び手数料  0.5％ 
・財産収入      0.0％ 
 
依存財源（その他）2.8％の内訳 
・地方譲与税     0.7％ 
・法人事業税交付金  0.5％ 
・配当割交付金    0.5％ 
・株式等譲渡所得割交付金 0.4％ 
 
・地方特例交付金   0.4％ 
・利子割交付金    0.2％ 
・ゴルフ場利用税交付金0.1％ 
・環境性能割交付金  0.0％ 
・交通安全対策特別交付金 0.0％ 
 ※0.1％未満は 0.0％として表示 
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市民税

(個人)

41.8%

市民税

(法人)

4.5%

固定資産

税

42.3%

軽自動車税

1.3%

市たばこ税 4.1% 都市計画税 6.0%

主な区分の内容 

 

１款 市税 １０５億６,８３７万円 

歳入の根幹をなす市税は過去最高額となった。市民税については、４８億９，４８３

万３千円を計上し、このうち、個人市民税については、課税対象となる所得額が増加

している実績を踏まえ、前年度比２．５％増の４４億１，８７０万２千円を計上し、

法人市民税については、令和７年度の実績などを踏まえ、前年度比１２．９％増の４

億７，６１３万１千円を計上し、市民税全体として、前年度比３．４％の増となった。 

 固定資産税については、企業の設備投資による償却資産の増加を見込み、前年度比

５．０％増の４４億７，４６８万４千円を計上した。 

 軽自動車税については、令和８年３月末で軽自動車税環境性能割が廃止されること

に伴い、前年度比２．３％減の１億３，２８４万７千円を、市たばこ税については、

売渡し本数の減少を見込み、前年度比４．５％減の４億３，５１５万円を計上した。 

  
 
【市税の内訳と構成】             （単位：千円）  

 

 

２款 地方譲与税 １億６，６３６万４千円 

 地方譲与税は、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税及び森林環境譲与税で、令和

７年度の交付状況や国の地方財政収支見通しなどから計上しており、地方揮発油譲与

税については、令和７年１２月末に地方揮発油税の暫定税率が廃止となったことに伴

う減額を見込んだ。 
 
３款 利子割交付金   ４,５００万円 

 利子割交付金は、県民税利子割収入額の一部について、県から交付されるもので、

令和７年度の交付状況や県の交付金見込額などから計上した。 
  

税 目 
当初予算額 増減額 

A-B 
伸率 

令和８年度 A 令和７年度 B 

1 市民税 4,894,833 4,732,780 162,053 3.4% 

 
うち個人 4,418,702 4,311,117 107,585 2.5% 

うち法人 476,131 421,663 54,468 12.9% 

2 固定資産税 4,474,684 4,261,627 213,057 5.0% 

3 軽自動車税 132,847 135,981 -3,134 -2.3% 

4 市たばこ税 435,150 455,440 -20,290 -4.5% 

5 都市計画税 630,856 617,030 13,826 2.2% 

合  計 10,568,370 10,202,858 365,512 3.6% 
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４款 配当割交付金 １億７００万円 

 配当割交付金は、県民税配当割収入額の一部について、県から交付されるもので、

令和７年度の交付状況や県の交付金見込額などから計上した。 
 
５款 株式等譲渡所得割交付金 １億１００万円 

 株式等譲渡所得割交付金は、県民税株式等譲渡所得割収入額の一部について、県か

ら交付されるもので、県の交付金見込額などから計上した。 
 
６款 法人事業税交付金 １億３，１００万円 

 法人事業税交付金は、地方法人課税の偏在是正のため、県税である法人事業税が定

められた割合により交付されるもので、県の交付金見込額などから計上した。 
 
７款 地方消費税交付金 １７億６，５００万円 

 地方消費税交付金は、地方消費税収入額の一部について県から交付されるもので、

令和７年度の交付状況や県の交付金見込額などから計上した。 
 
８款 ゴルフ場利用税交付金 １，４００万円 

 ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場利用税収入額の一部について、県から交付され

るもので、令和７年度の交付状況や県の交付金見込額などから計上した。 
 
９款 環境性能割交付金 ３万２千円 

 環境性能割交付金は、自動車税環境性能割収入額の一部について、県から交付され

るもので、令和８年３月末で自動車税環境性能割が廃止されることから、県の交付金

見込額などをもとに、大幅な減額を見込んだ。 
 
１０款 地方特例交付金 １億５８７万６千円 

 地方特例交付金のうち、住宅借入金等特別税額控除による個人住民税減収補てん分

等については、令和７年度の交付状況や国の地方財政収支見通しなどから計上した。 
 また、地方揮発油税の暫定税率及び自動車税・軽自動車税の環境性能割の廃止に伴

う減収補てん分については、減収見込額により計上した。 
 
１１款 地方交付税 ２１億２，６００万円 

 地方交付税は、物価高騰などの状況や国の地方財政収支見通しを総合的に勘案し、

計上した。 
 
１３款 分担金及び負担金 ２億９，６０７万７千円 

 負担金については、主に学校給食や保育園、学童保育に係る負担金を計上した。 
全ての小中学生の学校給食費を免除することに伴い、学校給食費負担金が減額とな

ることなどから、１億３，９５９万３千円の減となった。 
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１４款 使用料及び手数料 １億２，５２６万８千円 

 使用料については、主に道路占用料や自転車駐車場及び文化会館などの施設に係る

使用料を計上した。手数料については、主に住民票などの証明書発行や粗大ごみ処理

等に係る手数料を計上した。 
 
１５款 国庫支出金 ４０億８５３万３千円 

 国庫支出金については、工業団地アクセス道路の整備や扶助費の増などに伴う増額

があるものの、防災行政無線デジタル化更新事業の終了などにより１億４,６１４万

４千円の減となった。 
 
１６款 県支出金  ２４億２，７１４万１千円 

 県支出金については、アグリビジネスを担う農業法人等の誘致に係る経費に対する

交付金や給食費負担軽減交付金などを見込み、８億７,４４４万２千円の増となった。 
 
１８款 寄附金 １億４，６００万円 

 寄附金は、令和７年度の実績見込み等に基づき、計上した。 
 
１９款 繰入金 １０億４，８４１万円 

 繰入金は、主に５つの基金からの繰入金で、このうち、まちづくり寄附金基金から

は、寄附者の希望する活用事業に充当するため、１億２，４００万円を、減債基金か

らは、公債費に充当するため、９，９８３万５千円を、公共施設整備保全基金からは、

公共施設の保全に必要な経費に充当するため、１億６，３２２万４千円を計上した。 

 また、令和８年度の事業の予算化に当たっては国県等の補助金活用や市債などを見

込むとともに財源不足に対応するため、財政調整基金からは、６億５，５７９万５千

円を計上した。 
 

２１款 諸収入 ２億１，８９２万２千円 

 諸収入は、収入印紙販売収入や千葉県市町村振興協会市町村交付金、光熱水費の実

費負担分、自動販売機設置納付金などを計上した。 
 
２２款 市債 ７億５，９４０万円 

 議会の映像配信へのＡＩ字幕の導入に伴う議場・委員会システム更新や桜台センタ

ー長寿命化工事実施設計、消防団再編に伴う拠点整備、工業団地アクセス道路の整備

などに対する借入を見込んだが、防災行政無線デジタル化更新事業の終了などにより

２億５,８９０万円の減となった。 
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（２）歳出 

 

①目的別歳出                        （単位：千円） 

区  分 
令和８年度 令和７年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸率 

当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ 

1 款 議会費 227,277 193,648 33,629 17.4% 

2 款 総務費 2,673,902 2,805,918 -132,016 -4.7% 

3 款 民生費 9,765,302 9,514,437 250,865 2.6% 

4 款 衛生費 2,448,751 2,117,001 331,750 15.7% 

5 款 農林水産業費 635,864 117,858 518,006 439.5% 

6 款 商工費 159,289 193,155 -33,866 -17.5% 

7 款 土木費 2,425,575 2,178,870 246,705 11.3% 

8 款 消防費 1,290,497 1,637,076 -346,579 -21.2% 

9 款 教育費 2,901,338 3,249,606 -348,268 -10.7% 

10 款 災害復旧費 2 2 0 0.0% 

11 款 公債費 1,854,567 1,843,817 10,750 0.6% 

12 款 諸支出金 88 6 82 1366.7% 

13 款 予備費 40,000 40,000 0 0.0% 

合  計 24,422,452 23,891,394 531,058 2.2% 

 

主な区分の内容 

１款 議会費 ２億２，７２７万７千円 

 議会費は、議員の報酬や政務活動

費など、議会の活動のための経費で

ある。 

 議会の映像配信へのＡＩ字幕の

導入に伴う議場・委員会システム更

新に係る経費を計上した。 
 
２款 総務費 ２６億７，３９０万２千円 

 総務費は、庁舎の維持管理や電算

維持管理など市全体に関わる経費

である。 

 行政サービスの向上及び職員の

接遇意識の向上を図るとともに、カ

スタマーハラスメント対策の一助

とするため、電話に通話録音機能を

整備する経費や桜台センター長寿

命化工事実施設計に要する経費、定住促進情報の発信に係る経費、住宅用防犯対策設

備の購入に対する補助金などを計上した。  

歳出の構成（目的別） 

議会費 0.9%

総務費

10.9%

民生費

40.0%

衛生費

10.0%

農林水産業費

2.6%

商工費

0.7%

土木費

9.9%

消防費

5.3%

教育費

11.9%

公債費

7.6%

予備費 0.2%
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３款 民生費 ９７億６，５３０万２千円 

 民生費は、児童手当や保育に要する経費、指定障害福祉サービス費、介護保険特別

会計への繰出金など、児童、障がい者、高齢者などの福祉の増進のための経費である。 

 また、保護者の就労の有無にかかわらず、幼児教育と保育を一体的に受けられる環

境を整備するため、認定こども園へ移行する幼稚園に対する補助金を計上するほか、

インクルーシブ保育（幼児教育）の推進や子育て支援員研修の開催に係る経費、こど

も連れでも安心して手続きなどのために来庁できるよう、保健福祉センターにキッズ

スペースを設置する経費などを計上し、２億５,０８６万５千円の増となった。 

  
４款 衛生費 ２４億４，８７５万１千円 

 衛生費は、健康診断やごみ処理など、保健や環境衛生のための経費である。印西地

区環境整備事業組合及び柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合への負担金、水道事業会計へ

の補助金及び出資金などを計上した。 

 印西地区環境整備事業組合への負担金の増額などにより、３億３，１７５万円の増

となった。 

  
５款 農林水産業費 ６億３，５８６万４千円 

 農林水産業費は、農業・畜産の振興や基盤整備などのための経費である。アグリビ

ジネスを担う農業法人等の誘致を推進するため、農地や施設の整備費に対する補助金

を計上するほか、スマート農業をはじめとした新技術の導入に向けて農業政策アドバ

イザーの知見を活かした農業者への支援を行う経費などを計上し、５億１,８００万

６千円の増となった。 
 
６款 商工費 １億５，９２８万９千円 

 商工費は、商工業の振興や消費者行政の推進などのための経費である。中小企業資

金融資預託金、市商工会補助金、消費生活センターの運営に要する経費のほか、安定

的な雇用創出と市内企業の魅力向上に向けて、労働者の仕事と育児・介護等の両立を

積極的に推進する市内中小企業等に対する奨励金などを計上した。 

 
７款 土木費 ２４億２，５５７万５千円 

 土木費は、都市計画や道路整備、橋梁及び水路維持管理などのための経費である。 

 公園緑地等管理委託料、道路の新設改良及び維持修繕に要する経費、下水道事業会

計への補助金及び出資金などを計上した。 

 また、誰もが目的に応じて便利に移動できる交通サービス網の構築に向けて、オン

デマンド交通の実証実験、コミュニティバスの路線やダイヤ再編に向けた検討に係る

経費のほか、地域住民・団体等が主体となった移動手段の導入・運営を支援するため

の補助金などを計上し、２億４,６７０万５千円の増となった。 
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８款 消防費 １２億９，０４９万７千円 

 消防費は、消防署などの常備消防や消防団の活動、災害対策などのための経費であ

る。印西地区消防組合負担金のほか、災害時における医療救護活動の体制整備に必要

な経費や震災時等における電気火災を防止するため、感震ブレーカーを有償配布する

経費、消防団の再編に伴う拠点整備に係る経費などを計上したが、防災行政無線デジ

タル化更新事業の終了などにより３億４,６５７万９千円の減となった。 

 

９款 教育費 ２９億１３３万８千円 

 教育費は、学校教育や社会教育などのための経費である。小中学校や文化センター

などの管理運営に要する経費、学校給食センターに係る経費及び公民館の指定管理料

などを計上した。 

 また、小学生の職業体験に係る経費や放課後子ども教室の拡充に係る経費、小中学

校通信ネットワーク環境の改善に向けた回線工事費などを計上したが、令和８年度に

予定していた桜台小学校校舎・桜台中学校校舎（一部）の大規模改修工事を令和７年

度に前倒して実施することなどにより３億４,８２６万８千円の減となった。 
 
１１款 公債費 １８億５，４５６万７千円 

 公債費は、地方債の元利償還金を支払うための経費である。庁舎整備事業、学校給

食共同調理場建替事業、南山小・中学校の大規模改修事業などに係る元利償還金を計

上した。 
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②性質別歳出                         （単位：千円） 

区  分 
令和８年度 令和７年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸率 

当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ 

義
務
的
経
費 

 1 人件費 4,043,249 3,933,182 110,067 2.8% 

 うち職員給 2,461,730 2,388,821 72,909 3.1% 

 2 扶助費 5,860,644 5,855,033 5,611 0.1% 

 3 公債費 1,854,567 1,843,817 10,750 0.6% 

小計 11,758,460 11,632,032 126,428 1.1% 

投
資
的
経
費 

 4 普通建設事業費 1,502,897 2,040,531 -537,634 -26.3% 

 
うち補助事業費 827,011 1,276,317 -449,306 -35.2% 

うち単独事業費 675,886 764,214 -88,328 -11.6% 

 5 災害復旧費 2 2 0 0.0% 

小計 1,502,899 2,040,533 -537,634 -26.3% 

そ
の
他 

一
般
行
政
経
費 

 6 物件費 4,533,030 4,686,410 -153,380 -3.3% 

 7 維持補修費 163,728 118,763 44,965 37.9% 

 8 補助費等 4,141,655 3,198,681 942,974 29.5% 

 9 積立金 144,755 124,121 20,634 16.6% 

10 投資及び出資金 59,500 89,998 -30,498 -33.9% 

11 貸付金 38,000 38,000 0 0.0% 

12 繰出金 2,040,425 1,922,856 117,569 6.1% 

13 予備費 40,000 40,000 0 0.0% 

小計 11,161,093 10,218,829 942,264 9.2% 

合  計 24,422,452 23,891,394 531,058 2.2% 

 

 

主な区分の内容 

１ 人件費  ４０億４，３２４万９千円 

 人件費は、職員などに対する給料 

や議員の報酬などの経費である。 

 職員の給与関係経費や常勤特別職 

等の給与、非常勤特別職や会計年度 

任用職員の報酬などを計上した。 

 令和７年度に実施した給与改定に 

伴う正規職員の給料や、会計年度任 

用職員の報酬の増などにより、増額 

を見込んだ。 

   

歳出の構成（性質別） 

義務的経費

48.1%

投資的経費

6.2%

その他一般

行政経費

45.7%

人件費

16.5%

扶助費

24.0%

公債費

7.6%

普通建設事業費6.2%

物件費

18.6%

維持補修費

0.7%

補助費等

17.0%

積立金

0.6%

投資及 出資金

0.2%

貸付金 0.1%

繰出金

8.3%

予備費 0.2%
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２ 扶助費  ５８億６，０６４万４千円 

 扶助費は、主に生活保護法・児童福祉法・老人福祉法などに基づき支給する費用や

各種サービス、法令に基づかない市が単独で行う各種サービスなどの経費である。児

童手当や児童扶養手当、子ども医療費、保育所入所児童委託料、生活保護費、幼児教

育の無償化に係る子育てのための施設等利用給付費などを計上した。 

 また、福祉事業に係る扶助費については、令和７年度決算見込み額をもとに計上し

た。 
 

４ 普通建設事業費  １５億２８９万７千円 

 普通建設事業費は、投資的経費の代表的なもので、道路・橋梁などの公共施設を建

設する経費などである。工業団地アクセス道路などの道路整備、桜台センター長寿命

化工事実施設計に要する経費などを計上したが、市民プール維持保全工事や防災行政

無線デジタル化更新事業の終了などにより５億３,７６３万４千円の減となった。 

  
６ 物件費  ４５億３，３０３万円 

 物件費は、消費的な性質をもつ経費で、旅費・消耗品費・備品購入費・委託料など

である。公民館など施設の指定管理料、光熱水費、システムなどに係る電算委託料、

各種健診に係る委託料などを計上した。 

  
７ 維持補修費  １億６，３７２万８千円 

 維持補修費は、公共施設などを保全し維持するための経費で、庁舎や文化センター

などの設備等の保守・維持管理の委託料を計上した。 
 
８ 補助費等  ４１億４，１６５万５千円 

 補助費等は、公益上の必要性により、各種団体・個人などに支出する経費で、助成

金・負担金・報償金・保険料などである。一部事務組合への負担金や水道事業及び下

水道事業会計への補助金、社会福祉協議会など各種団体等への負担金・補助金を計上

した。印西地区環境整備事業組合への負担金の増額やアグリビジネスを担う農業法人

等の誘致を推進するため、農地や施設の整備費に対する補助金を計上したことなどに

より、９億４,２９７万４千円の増となった。 
 
１２ 繰出金  ２０億４，０４２万５千円 

 繰出金は、国民健康保険事業、介護保険事業などの特別会計が安定した運営を行え

るよう、一般会計から特別会計に繰り出す場合などにおいて支出される経費である。 
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【目的別・性質別 歳出クロス表】                                                                   （単位：千円） 

 議会費 総務費 民生費 衛生費 
農林水
産業費 

商工費 土木費 消防費 教育費 
災害 
復旧費 

公債費 諸支出金 予備費 合 計 

人件費 152,370 1,173,676 1,216,483 313,195 75,172 92,509 213,246 16,325 790,273 0 0 0 0 4,043,249 

 職員給 31,308 763,450 725,201 230,855 55,639 69,382 177,564 955 407,376 0 0 0 0 2,461,730 

物件費 66,941 1,104,762 386,934 341,252 7,820 2,319 676,479 34,622 1,911,901 0 0 0 0 4,533,030 

維持補修費 1,259 0 956 0 0 0 146,400 77 15,036 0 0 0 0 163,728 

扶助費 0 300 5,831,907 1,773 0 0 0 0 26,664 0 0 0 0 5,860,644 

補助費等 6,707 116,474 261,218 1,761,712 552,871 26,461 142,121 1,229,848 44,243 0 0 0 0 4,141,655 

普通建設事業費 0 135,038 27,466 13,624 0 0 1,203,923 9,625 113,220 0 0 1 0 1,502,897 

 補助事業費 0 0 0 11,824 0  737,137 0 78,050 0 0 0 0 827,011 

 単独事業費 0 135,038 27,466 1,800 0 0 466,786 9,625 35,170 0 0 1 0 675,886 

災害復旧費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 

公債費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,854,567 0 0 1,854,567 

積立金 0 143,652 0 0 1 0 1,101 0 1 0 0 0 0 144,755 

投資及び出資金 0 0 0 17,195 0 0 42,305 0 0 0 0 0 0 59,500 

貸付金 0 0 0 0 0 38,000 0 0 0 0 0 0 0 38,000 

繰出金 0 0 2,040,338 0 0 0 0 0 0 0 0 87 0 2,040,425 

予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,000 40,000 

合 計 227,277 2,673,902 9,765,302 2,448,751 635,864 159,289 2,425,575 1,290,497 2,901,338 2 1,854,567 88 40,000 24,422,452 

0 

0 
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４ 特別会計当初予算の状況  
 

（１）国民健康保険特別会計事業勘定 
 

【概要】 

国民健康保険特別会計事業勘定当初予算は、保険給付費、国民健康保険事業費納付金な

どの減額を見込み、前年度比４．３％減の５６億５，８６７万５千円となった。 

 

【歳入】                                （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸 率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

 １款 国民健康保険税 1,053,049 1,171,704 -118,655 -10.1% 

 ２款 国庫支出金 6 53 -47 -88.7% 

 ３款 県支出金 3,963,946 4,173,899 -209,953 -5.0% 

 ４款 繰入金 596,651 524,283 72,368 13.8% 

 ５款 繰越金 20,000 20,000 0 0.0% 

 ６款 諸収入 25,023 25,023 0 0.0% 

合  計 5,658,675 5,914,962 -256,287 -4.3% 

 
 

主な区分の内容 

１款 国民健康保険税 １０億５，３０４万９千円 

国民健康保険税は、令和７年度の課税実績及び被保

険者数などを考慮し、計上した。 

 

３款 県支出金  ３９億６，３９４万円６千円 

県支出金は、令和７年度の交付状況などを考慮し、

計上した。 

 

４款 繰入金 ５億９，６６５万１千円 

繰入金は、一般会計からの保険基盤安定繰入金な

ど法定繰入金を見込み、計上した。 

 

６款 諸収入 ２，５０２万３千円 

諸収入は、国民健康保険税の滞納に伴う延滞金な

どを見込み、計上した。 

 

 

 
 

歳入の構成 
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【歳出】                                （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸 率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

 １款 総務費  121,828 115,953 5,875 5.1% 

 ２款 保険給付費  3,887,393 4,094,913 -207,520 -5.1% 

 ３款 国民健康保険事業費納付金 1,561,526 1,612,784 -51,258 -3.2% 

 ４款 保健事業費 65,925 70,809 -4,884 -6.9% 

 ５款 基金積立金 1 1 0 0.0% 

 ６款 諸支出金 12,002 10,502 1,500 14.3% 

 ７款 予備費 10,000 10,000 0 0.0% 

合  計 5,658,675 5,914,962 -256,287 -4.3% 

 

主な区分の内容 

１款 総務費 １億２，１８２万８千円 

総務費は、事務費や職員人件費に係る経費について、

計上した。 

 

２款 保険給付費 ３８億８，７３９万３千円 

保険給付費は、国民健康保険被保険者数の減少を見込

み、一般被保険者療養給付費及び一般被保険者高額療養

費などを減額して計上した。 

 

３款 国民健康保険事業費納付金  

   １５億６，１５２万６千円 

国民健康保険事業費納付金は、千葉県の積算に基づき、

計上した。 

 

４款 保健事業費 ６，５９２万５千円 

保健事業費は、特定健康診査事業などの経費を計上した。 

  

歳出の構成 
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（２）介護保険特別会計保険事業勘定 
 

【概要】 

 介護保険特別会計保険事業勘定当初予算は、保険給付費の増額を見込み、前年度比 

１２．４％増の４８億８，７５１万円となった。 

 

【歳入】                                 （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸び率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

 １款 保険料 1,111,683 1,080,758 30,925 2.9% 

 ２款 分担金及び負担金 691 718 -27 -3.8% 

 ３款 国庫支出金 876,056 778,883 97,173 12.5% 

 ４款 支払基金交付金 1,237,153 1,094,714 142,439 13.0% 

 ５款 県支出金 682,630 606,254 76,376 12.6% 

 ６款 財産収入 1,375 10 1,365 1,3650.0% 

 ７款 繰入金 977,889 785,667 192,222 24.5% 

 ８款 諸収入 32 33 -1 -3.0% 

 ９款 繰越金 1 1 0 0.0% 

合  計 4,887,510 4,347,038 540,472 12.4% 

 

主な区分の内容 

１款 保険料 １１億１，１６８万３千円 

介護保険料は、令和７年度の賦課実績及び被保険者

数などを考慮し、計上した。                                                

３款 国庫支出金 ８億７，６０５万６千円 

４款 支払基金交付金 １２億３，７１５万３千円 

５款 県支出金 ６億８，２６３万円 

７款 繰入金  ９億７，７８８万９千円 

国庫支出金、支払基金交付金、県支出金及び一般

会計からの繰入金については、それぞれ法定割合に

基づき負担が求められるもので、事業費の増額に伴

う増を見込み、計上した。 

 

  

歳入の構成 
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【歳出】                                 （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

 １款 総務費 151,070 144,979 6,091 4.2% 

 ２款 保険給付費 4,488,244 3,958,769 529,475 13.4% 

 ３款 財政安定化基金拠出金 1 1 0 0.0% 

 ４款 地域支援事業費 227,919 226,693 1,226 0.5% 

 ５款 保健福祉事業費 10,797 9,032 1,765 19.5% 

 ６款 基金積立金 1,375 10 1,365 13,650.0% 

 ７款 諸支出金 3,104 2,554 550 21.5% 

 ８款 予備費 5,000 5,000 0 0.0% 

合  計 4,887,510 4,347,038 540,472 12.4% 

 

主な区分の内容 

１款 総務費 １億５，１０７万円 

総務費は、職員人件費、認定調査に係る経費、

介護情報基盤の対応経費などを見込み、計上した。 

 

２款 保険給付費  ４４億８，８２４万４千円 

保険給付費は、在宅で利用する居宅介護サービ

ス給付費などの増を見込み、計上した。 

 

４款 地域支援事業費 ２億２，７９１万９千円 

 地域支援事業費は、一般介護予防事業費などの

増を見込み、計上した。 

 

５款 保健福祉事業費 １，０７９万７千円 

 紙おむつの給付費の増を見込み、計上した。 

 

７款 諸支出金 ３１０万４千円 

 諸支出金は、主に過年度に係る介護保険料の還付金を計上した。 

 

 

 

 

  

歳出の構成 

総務費 3.1%

保険給付費 91.8%

地域支援事業費 4.7%

その他 0.4%
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（３）後期高齢者医療特別会計 
 

【概要】 

 後期高齢者医療特別会計当初予算は、後期高齢者に係る医療費・被保険者数の増加傾向を

背景とした後期高齢者医療広域連合への納付金及び後期高齢者医療保険料の増額を見込み、

対前年度比２０．３％増の１３億８１３万５千円となった。 

 

【歳入】                                 （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

 １款 後期高齢者医療保険料 1,109,783 917,810 191,973 20.9% 

 ２款 繰入金 187,171 160,157 27,014 16.9% 

 ３款 諸収入 11,180 9,265 1,915 20.7% 

 ４款 繰越金 1 1 0 0.0% 

合  計 1,308,135 1,087,233 220,902 20.3% 

 

 

主な区分の内容 

１款 後期高齢者医療保険料 １１億９７８万３千円 

後期高齢者医療保険料は、千葉県後期高齢者医療広

域連合の積算に基づき、計上した。 

 

２款 繰入金 １億８，７１７万１千円 

繰入金は、一般会計繰入金のうち、低所得者の保

険料の軽減措置に係る保険基盤安定繰入金につい

て対象者の増加を見込み、計上した。 

 

 

 

 

  

歳入の構成 
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【歳出】                                 （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

 １款 総務費 29,364 24,502 4,862 19.8% 

 ２款 後期高齢者医療広域連合納付金 1,268,528 1,054,219 214,309 20.3% 

 ３款 保健事業費 2,482 2,181 301 13.8% 

 ４款 諸支出金 6,761 5,331 1,430 26.8% 

 ５款 予備費 1,000 1,000 0 0.0% 

合  計 1,308,135 1,087,233 220,902 20.3% 

 

 

主な区分の内容 

１款 総務費 ２，９３６万４千円 

総務費は、事務費や職員人件費に係る経費につ

いて、計上した。 

 

２款 後期高齢者医療広域連合納付金  

１２億６，８５２万８千円 

後期高齢者医療広域連合納付金は、後期高齢者

医療制度に係る経費を負担するために納付する

もので、千葉県後期高齢者医療広域連合の積算に

基づき、計上した。 

 

３款 保健事業費 ２４８万２千円 

 保健事業費は、被保険者に係る人間ドック及び

脳ドックの受検費用助成金などを計上した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出の構成 
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（４）水道事業会計 

 

【概要】 

 水道事業会計当初予算は、収益的収支においては、主にウォーターＰＰＰ（上下一体）官

民連携導入可能性調査業務委託料等の増により、営業費用及び営業外収益が増加したこと

から、前年度比６．２％増の６億６，５２７万円となった。 
 また、資本的収入においては、主に建設工事費の減により、工事に係る負担金が減少した

ことから、前年度比９１．８％減の１，００４万１千円となった。一方、資本的支出は、建

設工事費等の減により、前年度比６２．０％減の７，１２４万４千円となった。 
 

【収益的収支】                            （単位：千円） 

区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸 率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

収益的収入 665,270 626,258 39,012 6.2% 

  １． 営業収益 451,182 449,456 1,726 0.4% 

  ２. 営業外収益 214,087 176,801 37,286 21.1% 

  ３. 特別利益 1 1 0 0.0% 

収益的支出 665,270 626,258 39,012 6.2% 

  １． 営業費用 655,155 614,725 40,430 6.6% 

  ２. 営業外費用 7,075 8,493 -1,418 -16.7% 

  ３. 特別損失 40 40 0 0.0% 

  ４. 予備費 3,000 3,000 0 0.0% 

 

収益的収入 ６億６，５２７万円 

 収益的収入は、水道料金などの営業収益及び一般会計、国及び県からの補助金等の営業

外収益などである。主に営業外収益の増を見込み、前年度比６．２％増の６億６，５２７

万円を計上した。 
 

収益的支出 ６億６，５２７万円 

 収益的支出は、水道事業の維持管理等に係る経費である。主にウォーターＰＰＰ（上下 
一体）官民連携導入可能性調査業務委託料による増を見込み、前年度比６．２％増の６億 
６，５２７万円を計上した。 
 

 

  
 

 

 

 

 

【資本的収支】                             （単位：千円） 

収益的収入の構成 収益的支出の構成 

営業費用 98.4%

営業外費用

1.1%

予備費 0.5%

営業収

益

67.8%

営業外収益

32.2%
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区      分 
令和8年度 令和7年度 増減額 

伸 率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

資本的収入 10,041 122,693 -112,652 -91.8% 

  
  

１． 出資金 10,041 9,969 72 0.7% 

廃項. 負担金 0 112,724 -112,724 皆減 

資本的支出 71,244 187,589 -116,345 -62.0% 

  １． 建設改良費 10,041 122,693 -112,652 -91.8% 

  ２. 企業債償還金 61,203 61,612 -409 -0.7% 

  廃項. 継続費精算金 0 3,284 -3,284 皆減 
（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６，１２０万３千円は、過年度分損益勘定留保資金で補
てんする。） 

 

資本的収入 １，００４万１千円 

 資本的収入は、建設事務費等の財源となる一般会計からの出資金を計上した。 

 

資本的支出 ７，１２４万４千円 

 資本的支出は、建設事務費等の建設改良費及び企業債償還金である。主に工事費の財源と

して借り入れた企業債の償還金を計上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資本的収入の構成 資本的支出の構成 

建設改良費

14.1%

企業債償還金

85.9%

出資金

14.1%

※留保資金   補填
85.9%
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（５）下水道事業会計 
 

【概要】 

 下水道事業会計当初予算は、収益的収支においては、主に営業外収益（国庫補助金）

の増加及び営業費用等（ウォーターＰＰＰ（上下一体）官民連携導入可能性調査業務委託

料等）の増加により、前年度比１．４％増の１５億３，９００万２千円となった。 

 また、資本的収入において、主に施設整備に係る財源となる国庫補助金や企業債等の計上

により、前年度比０．８％増の４億３，３４７万５千円となった。一方、資本的支出におい

ては、企業債償還金の減少により、前年度比１．１％減の５億２，７４５万９千円となった。 
 

【収益的収支】                              （単位：千円） 

区      分 
令和８年度 令和７年度 増減額 

伸 率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

収益的収入 1,539,002 1,517,910 21,092 1.4% 
 １． 営業収益 729,911 732,747 -2,836 -0.4% 
 ２. 営業外収益 809,090 785,162 23,928 3.0% 

 ３. 特別利益 1 1 0 0.0% 

収益的支出 1,539,002 1,517,910 21,092 1.4% 
 １． 営業費用 1,505,233 1,485,149 20,084 1.4% 
 ２. 営業外費用 28,768 27,760 1,008 3.6% 
 ３. 特別損失 1 1 0 0.0% 

 ４. 予備費 5,000 5,000 0 0.0% 
 
収益的収入 １５億３，９００万２千円 

 収益的収入は、下水道使用料などの営業収益や、長期前受金戻入等の営業外収益などであ

る。営業外収益の増を見込み、前年度比１．４％増の１５億３，９００万２千円を計上した。 

 

収益的支出 １５億３，９００万２千円 

収益的支出は、主に維持管理に要する経費や新規事業のウォーターＰＰＰ（上下一体）官

民連携導入可能性調査業務委託料などを見込み、収入と同額の前年度比１．４％増の１５億

３，９００万２千円を計上した。 

 

 

  

収益的収入の構成 

営業収益

47.4%

営業外収益

52.6%

営業費用 97.8％

営業外費用

1.9％ 予備費 0.4％

収益的支出の構成 
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企業債

59.5%

出資金9.8%

国庫補助金

16.6％

分担金負担金等

1.2％

※留保資金   補填 21.7％

【資本的収支】                              （単位：千円） 

区      分 
令和８年度 令和７年度 増減額 

伸 率 
当初予算額Ａ 当初予算額Ｂ Ａ－Ｂ 

資本的収入 433,475 430,183 3,292 0.8% 

  １． 企業債 314,100 311,600 2,500 0.8% 

  ２. 出資金 42,305 71,477 -29,172 -40.8% 

  ３. 国庫補助金 72,070 36,055 36,015 99.9% 

  
４. 工事費負担金 5,000 8,000 -3,000 -37.5% 

廃項. 分担金負担金等 0 3,051 -3,051 皆減 

資本的支出 527,459 533,299 -5,840 -1.1% 

  １． 建設改良費 423,156 420,251 2,905 0.7% 

 ２． 企業債償還金 101,303 110,048 -8,745 -7.9% 

  ３． 予備費 3,000 3,000 0 0.0% 
（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９,３９８万４千円は、当年度分損益勘定留保資金で補
てんする。） 

 

資本的収入 ４億３，３４７万５千円 

 資本的収入は、施設の整備に係る財源である国庫補助金や出資金、企業債などである。 

 

資本的支出 ５億２，７４５万９千円 

資本的支出は、施設の整備に係る費用である。企業債償還金の減などを見込んだ。 

 

 

 

  

  
 

  

 

 

資本的収入の構成 資本的支出の構成 

建設改良費

80.2%

企業債償還金

19.2%

予備費 0.6%
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５ 一般会計当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）              
が充当される社会保障政策に要する経費について 
 
 平成２６年４月１日に施行された消費税等の税率改正に伴い、地方消費税の引き上げに

伴う増収分について、その全額を社会保障政策に要する経費に充てることが、地方税法に明

記されたものである。 
 令和８年度一般会計当初予算においては、地方消費税の引き上げに伴う増収分を下記の

事業に係る経費の一般財源に充当する。 
 
【歳入】 地方消費税交付金予算額 1,765,000 千円 
      うち地方消費税引き上げに伴う増収分 982,000 千円 

【歳出】 社会保障政策に要する経費のうち一般財源分 3,492,710 千円 

 

（単位：千円） 

事業区分 予算額 
財源内訳 

国県 
支出金 

地方債 その他 一般財源 

社会福祉 

社会福祉事業 34,584 24,526 0 0 10,058 

障害福祉事業 1,955,872 1,414,507 0 25,014 516,351 

児童福祉事業 3,482,847 2,315,068 6,700 173,393 987,686 

母子福祉事業 213,820 80,972 0 283 132,565 

高齢者福祉事業 68,626 1,648 0 4,987 61,991 

生活保護事業 610,549 477,988 0 0 132,561 

社会保険 

国民健康保険事業（繰出金） 272,699 182,643 0 0 90,056 

介護保険事業（繰出金） 630,032 25,906 0 114 604,012 

後期高齢者医療事業（繰出金） 801,043 119,055 0 0 681,988 

保健衛生 

予防対策事業 169,527 302 0 0 169,225 

医療対策事業 620 0 0 0 620 

健康増進対策事業 147,479 5,849 0 36,033 105,597 

合  計 8,387,698 4,648,464 6,700 239,824 3,492,710 
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６ 一般会計当初予算における都市計画税の使途について  
 
 都市計画税は、地方税法第７０２条第１項の規定により、都市計画事業（都市計画施設の

整備に関する事業）及び土地区画整理事業に要する費用に充てるための目的税として、課税

するものである。 
 令和８年度については、都市計画事業や過去に小中学校整備などの都市計画事業を実施

した際に借り入れた地方債の償還などの財源とする。 
 都市計画税を納める人は、市内の市街化区域内に所在する土地及び家屋の所有者で、税率

は１００分の０．３である。 
 
【歳出】                                   （単位：千円） 

区  分 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 
一般財源 

 うち都市計画税 

印西クリーンセンター

次期施設建設費負担分 
239,880 0 0 0 239,880 

626,628 

地方債償還等 389,565 0 0 0 389,565 

 

一般会計分 185,482 0 0 0 185,482 

水道事業会計分 18,025 0 0 0 18,025 

下水道事業会計分 68,225 0 0 0 68,225 

一部事務組合分 117,833 0 0 0 117,833 

合  計 629,445 0 0 0 629,445 626,628 
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７ 一般会計当初予算の状況（資料編）

（１）歳入歳出予算の状況
 ① 一般会計当初予算規模と人口の推移

（単位：千円、人）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

20,187,436 20,471,841 21,312,908 21,366,927 23,891,394 24,422,452

  0～14歳 8,252 7,940 7,518 7,074 6,767 6,778

 15～64歳 37,115 37,160 37,057 36,982 36,862 36,922

65歳以上 17,378 17,593 17,789 17,918 18,075 18,105

合　　計 62,745 62,693 62,364 61,974 61,704 61,805

・人口は、令和3年度～令和６年度は年度末人口、令和７年度は12月末人口、令和８年度は当初予算編成時に算出した人口。

   主な市税の推移
（単位：千円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

4,404,275 4,495,694 4,585,859 4,350,146 4,822,939 4,894,833

3,775,975 4,068,177 4,139,584 4,272,565 4,414,791 4,474,684

1,119,986 1,190,396 1,209,397 1,195,810 1,183,104 1,198,853

9,300,236 9,754,267 9,934,840 9,818,521 10,420,834 10,568,370

・令和3年度～令和６年度は決算額、令和７年度は決算見込み、令和８年度は当初予算。

・その他は、軽自動車税、たばこ税及び都市計画税。

 固定資産税

 その他

合　　計

区　　分

予算規模

人
口

区　　分

 市民税

市民税

固定資産税

その他
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予算額：千円 人口：人

年度
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 ③ 経常一般財源等の推移（臨時財政対策債を含む）（普通会計ベース）
（単位：千円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

8,744,414 9,151,937 9,314,292 9,200,771 9,793,945 9,937,514

164,498 163,457 170,046 161,670 168,252 166,364

1,557,699 1,606,131 1,681,322 2,053,510 2,030,000 1,991,000

1,096,307 285,219 121,827 64,402 0 0

1,905,689 1,842,887 1,917,929 2,385,568 2,260,058 2,338,906

13,468,607 13,049,631 13,205,416 13,865,921 14,252,255 14,433,784

・令和３年度～令和６年度は決算額、令和７年度は決算見込み、令和８年度は当初予算。

・市税には、都市計画税を含めていない。

・普通会計とは、地方財政統計上、全国統一的に用いられる会計区分。

 ④ 歳出規模の推移（普通会計ベース）
（単位：千円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

3,188,188 3,181,146 3,182,594 3,542,618 3,985,377 4,043,249

6,401,911 5,224,809 5,591,049 6,116,201 6,332,328 5,860,644

1,793,360 1,887,436 1,840,846 1,819,743 1,851,840 1,854,567

4,090,138 4,099,821 3,916,548 4,049,260 5,005,404 4,533,030

2,758,827 3,091,838 3,096,200 3,071,499 3,410,199 4,141,655

1,728,816 1,813,680 1,898,600 1,977,132 1,975,876 2,040,425

1,852,948 2,103,456 1,985,847 2,064,089 2,497,585 1,502,897

1,737,416 1,668,745 1,778,175 1,886,556 1,288,874 445,985

23,551,604 23,070,931 23,289,859 24,527,098 26,347,483 24,422,452

・令和３年度～令和６年度は決算額、令和７年度は決算見込み、令和８年度は当初予算。

区　　分

 市税

 繰出金

 普通建設事業費

 その他

 公債費

 物件費

 その他

合　　計

 地方譲与税

 普通交付税

 臨時財政対策債

合　　計

区　　分

 人件費

 補助費等

 扶助費

市税

地方譲与税

普通交付税

臨時財政対策債

その他
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（２）基金、債務等の推移

（単位：千円）

区　　分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

 財政調整基金 2,137,301 2,071,735 2,046,474 1,602,570 1,158,036 502,341

 減債基金 301,003 286,003 331,042 365,712 280,838 181,003

 公共施設整備保全基金 656,700 706,709 686,860 509,870 350,425 187,753

 まちづくり寄附金基金 180,942 156,217 148,334 120,827 124,000 143,000

 千葉ニュータウン事業に
 係る白井市道等整備基金

690,754 670,833 635,854 634,540 641,193 636,740

 森林環境譲与税基金 2,847 9,358 15,013 22,056 26,473 26,474

 文化センター改修基金 - - - 150,020 150,367 150,368

 都市計画事業基金 - - - 145,000 145,000 145,001

合　　計 3,969,547 3,900,855 3,863,577 3,550,595 2,876,332 1,972,680

・令和３年度～令和６年度は決算額、令和７年度及び令和８年度は年度末決算見込み。

・文化センター改修基金、都市計画事業基金は令和６年度に新設。

・上記は、定額運用基金である土地開発基金（令和７年度末の残高見込：現金101,565千円、土地40,412㎡）を除く。

　① 基金残高の推移

財政調整基金

公共施設整

備保全基金

まちづくり

寄附金基金
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る白井市道等整備基金

森林環境譲与税基金
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基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 公共施設整備保全基金 まちづくり寄附金基金

千葉ニュータウン事業に

係る白井市道等整備基金

森林環境譲与税基金 文化センター改修基金 都市計画事業基金

文化センター改修基金

減債基金

都市計画事業基金
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　② 年度末地方債残高等の推移
（単位：千円）

区　　分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

地方債残高 21,487,395 20,905,546 20,319,669 19,689,204 19,958,726 19,090,575

債務負担行為支出予定額 11,891,484 12,319,549 11,376,427 10,827,535 12,593,247 14,252,672

合　　計 33,378,879 33,225,095 31,696,096 30,516,739 32,551,973 33,343,247

・令和3年度～令和6年度は決算額、令和7年度及び令和8年度は年度末決算見込み。

・債務負担行為支出予定額は、当該年度末時点における翌年度以降支出予定額の合計額。

　③ 地方債償還予定額
（単位：千円）

区　　分 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

償還元金 1,773,478 1,769,651 1,796,779 1,975,159 1,924,272 1,843,853

償還利子 78,362 84,916 102,788 136,135 144,406 192,641

元利償還金合計 1,851,840 1,854,567 1,899,567 2,111,294 2,068,678 2,036,494

・令和６年度までの借入額に係る償還予定額に、令和７年度決算見込み及び令和８年度予算並びに令和９年度以降財政推計における借入
予定額に係る償還予定額を加算し作成。
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 第６次総合計画における市の将来像「世代を超えた 笑顔と豊かさを 未来へつなぐまち」

の実現に向けた前期基本計画「重点事業（５７事業）」のうち、令和８年度一般会計当初予

算に計上した事業は以下のとおりです。（単位：千円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈６つの目指すまち〉 
 
（１）若い世代が定住したいまち 

事業名 ★若い世代定住促進支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 企画政策課 
8,820 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 6 目 0 0 0    8,820 

事業内容 
大学等の進学時から就職後まで市内に定住する若い世代に対して、大学等の進学時に借り入れた教育ローン又は奨学金の

返済額の一部を補助する。 

令和８年度 

事業内容 

・制度の PR 

・対象者の認定申請受付 
・若い世代定住促進支援金の交付 
・制度周知チラシ印刷 

 
事業名 ★次代を担う世代のライフデザイン支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 企画政策課 
5,397 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 6 目 3,585  0 0    1,812 

事業内容 
①将来の人生について考えてもらうため、高校生等を対象にライフデザインセミナーを開催する。 

②プレコンセプションケアの啓発のため、妊娠を希望する女性に対し、面談を実施し、葉酸サプリメントを配布する。 
③若い世代の結婚生活を支援するため、新生活のスタートアップにかかる費用（家賃、引越費用）の一部を補助する。 

令和８年度 

事業内容 

①・ライフデザインセミナーの開催 
②・葉酸サプリメント配布 
③・制度周知 

 ・結婚新生活支援補助金申請受付と交付 

 
事業名 ★公園環境向上事業 事業費 財源内訳 

課 名 都市計画課 
65,953 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 7 款 4 項 2 目 28,530  34,900 0    2,523 

事業内容 
既存市街化区域（冨士地区・白井地区）の公園候補地の検討を行う。また、都市公園長寿命化計画に位置付けた公園施設の
修繕及び更新を行う。 
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令和８年度 

事業内容 

・既存市街化区域内における公園候補地の検討 
・都市公園長寿命化計画に基づく修繕及び更新 

 
事業名 ★定住促進情報発信事業 事業費 財源内訳 

課 名 企画政策課 
2,423 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 6 目 0 0 1,277    1,146 

事業内容 

①SNS で市の PR や移住・定住を促進するための施策や申請の仕方を発信する。 

②ライフイベントに関連した施策が、必要とする人に届くように情報発信をする。 
③SNS のハッシュタグを用いて、市民・市外在住者が市のプロモーションに関する投稿することにより関係人口の創出を図る。 
④若い世代に人気なコンテンツを通じての情報発信を行う。 

令和８年度 

事業内容 

①・SNS の管理・運用 
②・冊子作製 

③・SNS の管理・運用 
④・イベントの実施・検討 

 
事業名 ★親元近居推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 建築宅地課 
10,500 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 7 款 4 項 1 目 4,725  0 0    5,775 

事業内容 市内の親世帯と近居・同居を目的に、住宅の購入または増築等を行う若い世代に対し、住宅取得費用等の一部を補助する。 

令和８年度 

事業内容 

・親元同居近居支援補助金の交付 

・制度の PR 

 
事業名 ★認定こども園移行推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 保育課 
37,500 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 2 項 1 目 33,333  0 0    4,167 

事業内容 私立幼稚園や公立保育園における認定こども園への移行を推進する。 

令和８年度 

事業内容 

・私立幼稚園に対する認定こども園移行に係る施設改修の補助 

・公立保育所の認定こども園移行に向けた検討 

 
事業名 ★インクルーシブ保育（幼児教育）推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 保育課 
19,364 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 2 項 1 目 0  6,700 468    12,196 

事業内容 

・私立保育所等に対して障がい児等の受入の支援を行う。 
・公立保育所等において医療的ケアを必要とする児童の受入を行う。 

・清水口保育園において、民営化と併せて児童発達支援事業所を併設するとともに、障がい児等が利用しやすいよう駐車場の
整備を行う。 
・公立保育所において、障がい児等の安全を確保するための改修を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・私立保育園等運営費補助金の交付（障がい児等受入のための保育士加配に係るもの） 
・公立保育所における医療的ケアを必要とする児童の受入 

・清水口保育園における駐車場整備（設計） 
・南山保育園における障がい児等の安全を確保するための改修 

 
事業名 ★待機児童対策事業 事業費 財源内訳 

課 名 保育課 
87,918 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 2 項 1 目 32,631  0 3,548    51,739 

事業内容 
保育人材を確保、育成する仕組を整備するとともに、離職防止を図るための取組を推進する。 

幼稚園における預かり保育の実施及び送迎ステーションとの連携により保育提供体制を確保する。 

事業名 ★学習支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 子育て支援課 
4,929 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 2 項 1 目 3,696  0 0    1,233 

事業内容 
経済的な事情により困難を抱える家庭のこどもたちが希望する将来の進路につながるようにするため、学習塾への通塾を支援

する。 

令和８年度 

事業内容 
・学習塾への通塾支援 
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令和８年度 

事業内容 

・幼稚園における預かり保育の拡充委託 
・送迎ステーションの運営委託 
・私立保育所等に対する待機児童対策補助金及び保育士処遇改善事業費補助金の交付 

・子育て支援員研修の実施 
・保育士の「魅力ある働き方」の推進 

 
事業名 ★部活動地域展開推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 学校政策課 
20,923 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 1 項 3 目 13,939  0 0    6,984 

事業内容 

 市内の中学校から部活動を段階的に切り離し、代わりに行政主導型の地域クラブを発足させる。学校部活動が担ってきた教
育的意義を継承・発展させつつ、生徒のニーズに応じた多種多様な体験、学校等の垣根を越えた仲間とのつながりの創出、地

域の様々な人や幅広い世代との豊かな交流、適切な指導員による良質な指導など、新たな価値を創出する。市が運営主体と
なるが、実施主体は外部に委託し、持続可能な体制の構築を目指す。 

令和８年度 

事業内容 

・国の「改革実行期間」前期１年目。 
・前年度までに地域展開した休日の地域クラブ活動を整理。 
・事務局の機能を地域に段階的に移行。 

・協議会の機能を確立。 

 
事業名 ★地域の人材・企業等を活用した体験・交流活動推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 教育支援課 
2,172 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 1 項 3 目 0  0 0    2,172 

事業内容 地域人材や企業を活用し、地域・企業の多様な人材と教育力を生かした特色ある学習活動を行う。 

令和８年度 

事業内容 
・各小中学校の体験・交流活動、学習支援活動等への人材派遣及び経費の支援 

 
事業名 ★コミュニティ・スクール推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 教育総務課 
1,332 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 1 項 4 目 0  0 0    1,332 

事業内容 
○地域とともにある学校への転換 
○子どもも大人も学び合い育ち合う教育体制の構築 
○学校を核とした地域づくりの推進 

令和８年度 

事業内容 

・学校運営協議会の開催 
・学校参観 

・地域人材の活用 
・学校支援ボランティアの活用 

 
事業名 ★教育ＤＸ推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 学校政策課 
255,427 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 1 項 4 目 198,257  3,300 4,092    49,778 

事業内容 

児童生徒の学習用端末を新調し、継続して各校に ICT 支援員等を配置するほか、大型提示装置やネットワーク環境等の更新
を行う。 

また、学習環境に新たな設備として電子黒板等の導入や教職員の校務支援システムを更改し、リモート業務の実施を検討す
る。 

令和８年度 

事業内容 

・新学習用端末の整備 
・新大型提示装置（電子黒板等）の導入検討 
・ICT 支援員の配置 

・学校ネットワーク改善工事の実施 
・校務用端末等の維持管理及び機器更新 

 
事業名 ★小学校施設教育環境向上事業 事業費 財源内訳 

課 名 教育総務課 
104,281 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 2 項 1 目 0 5,100  39,346  59,835 

事業内容 
普通教室及び特別教室のエアコンの保守管理を行うとともに、災害時には避難所にもなる体育館等に停電対応型エアコンを整

備する。その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・普通教室及び特別教室のエアコンの保守管理 

・体育館の空調整備の検討及び整備 
・学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等 

 
事業名 ★中学校施設教育環境向上事業 事業費 財源内訳 

課 名 教育総務課 
71,839 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 3 項 1 目 0 900  30,488  40,451 
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事業内容 
普通教室及び特別教室のエアコンの保守管理を行うとともに、災害時には避難所にもなる体育館等に停電対応型エアコンを整
備する。その他、学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・普通教室及び特別教室のエアコンの保守管理 
・体育館の空調整備の検討及び整備 
・学校施設の修繕、改修工事、管理用備品の整備等 

 
（2）誰もが交流し支え合えるまち 

事業名 ★地域のまちづくり推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 市民活動支援課 
11,769 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 7 目 0       0    1,736    10,033 

事業内容 
・「小学校区まちづくり協議会」の設立及び運営について補助金による財政面とまちづくり支援職員制度による人的支援を行う。 

・既存の各まちづくり協議会間の連携に資する取り組みを検討・実施する。 
・自治会等が主体となり小学校区単位で実施するコミュニティ・まちづくり活動に対する助成を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・小学校区まちづくり協議会の設立支援及び運営支援 

・既存の各まちづくり協議会間の連携に資する取り組みの検討 
・自治連合会小学校区支部への補助金の交付 

 
事業名 ★障がい者等社会参加促進・啓発事業 事業費 財源内訳 

課 名 障害福祉課 
771 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 1 項 2 目 319       0    0    452 

事業内容 

ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツ等の開催や、障がいのある人が参加しやすい行事等への参加を支援する。障がい
理解のための講座等を開催する。 

 また、障がいのある人を支援する団体の活動、並びに障がい者団体等が自発的に実施する孤立支援事業、ボランティア活動
事業、及び理解促進の啓発・研修事業等の費用の一部を補助する。 

令和８年度 

事業内容 

・ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの開催 

・県等開催の各種スポーツ大会、障がい者作品展等への参加支援 
・障がい理解のための講座等の開催 
・心身障害者福祉連絡協議会への補助金交付 

・障がい者団体等自発的活動支援事業補助金の交付 

 
事業名 ★多文化共生推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 企画政策課 
724 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 6 目 150 0    0 574 

事業内容 
外国人相談の実施や外国人向け日本語教室の開催、外国人向け交通安全・防犯の出張講座、通訳・翻訳ボランティア制度を
運用する。 

また、異文化理解講演や外国人市民交流事業を実施する。 

令和８年度 

事業内容 

・外国人相談の実施 ・外国人向け日本語教室の開催 
・通訳・翻訳ボランティア制度の設置・運用 

・異文化理解講演（駐日大使による講演会）の開催 
・外国人市民交流事業（世界のダンス＆ミュージックフェスティバル）の実施 
・出張講座の検討・実施 

 
事業名 ★こどもの居場所づくり支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 子育て支援課 
2,632 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 2 項 1 目 1,747       0    0    885 

事業内容 
こどもの居場所づくり活動を広げるため、こども食堂や学習支援の地域活動団体に対して活動費の一部補助や活動場所の確
保、情報提供等の支援を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・こどもの居場所づくり運営団体へ活動費の一部補助 
・こどもの居場所づくり運営団体との情報共有・意見交換会の開催 
・こどもや子育て世帯向けのこどもの居場所に関する集約した情報提供 

 
事業名 ★放課後児童健全育成事業 事業費 財源内訳 

課 名 保育課 
251,427 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 3 款 2 項 1 目 119,832       0    71,678    59,917 

事業内容 
９つの小学校に設置している学童保育所において、小学校に就学している子どもで、保護者が労働等により昼間家庭にいない
子どもを保育する。 

令和８年度 

事業内容 
・学童保育所の運営 

 
事業名 ★地域交通整備事業 事業費 財源内訳 

課 名 都市計画課・高齢者福祉課・障害福祉課 147,147 国県支出金 地方債 その他 一般財源 
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款項目 一般会計 7 款 4 項 1 目 41,966       0    1,260    103,921 

事業内容 

自家用車を利用することが難しい高齢者等の移動ニーズを対象として、地域公共交通計画において整理する対応方針に沿っ
て、①コミュニティバスの運行見直し、②既存の手段では対応が難しいニーズ（例えばラストワンマイル対策等）に対する新たな
移動手段の導入等の事業を行うほか、民営鉄道・路線バス・タクシーの路線維持や利便性向上を図るため官民での連携・協力

を進める。 

令和８年度 

事業内容 

① 地域公共交通計画に基づくコミュニティバスのルート・ダイヤ・運賃見直し（大枠決定、関係機関協議） 

②-1 コミュニティバス見直しに伴う新たな移動手段の導入（大枠決定、実証実験 1 期） 
②-2 地域が主体となる新たな移動手段の導入 

 
事業名 ★市道新設改良事業 事業費 財源内訳 

課 名 道路課 
92,333 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 7 款 2 項 2 目 26,264       56,800    5,553    3,716 

事業内容 道路の拡幅・歩道設置工事や新設工事を行う。 

令和８年度 

事業内容 
・調査、測量・設計、用地買収、工事 

 
（3）自ら学び育ちチャレンジできるまち 

事業名 ★放課後子ども教室事業 事業費 財源内訳 

課 名 生涯学習課 
21,876 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 4 項 1 目 7,105          0       24       14,747 

事業内容 

・文化芸術活動（本の読み聞かせ等） 
・図画工作活動（不用品を活用した工作） 
・スポーツ活動（運動等） 

・地域交流活動（地域で活動する団体を講師に招いたプログラム） 

令和８年度 

事業内容 

・直営（二小） 

・委託（大小、池小、一小、七小、清小、桜台小）計 7 校実施 
※委託切替（大小） 

 
事業名 ★こども仕事体験事業 事業費 財源内訳 

課 名 生涯学習課 
2,501 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 9 款 4 項 1 目 1,250          0       0       1,251 

事業内容 市内小学生を対象に地域企業や団体等の他、市の包括連携している企業等幅広い分野の職業体験を実施 

令和８年度 

事業内容 

・イベントの準備 
・イベントの開催 

 
事業名 ★健康生活支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 健康課 
184 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 4 款 1 項 3 目 28          0       29       127 

事業内容 
・健診結果等に基づき、自身の生活習慣で改善すべき取り組みについて学ぶ機会を提供する。 

・自身の身体の状態を認識できる骨密度や体脂肪等の測定機会を提供する。 
・健康づくりの取り組みを継続できるような環境を整備する。 

令和８年度 

事業内容 

・健康講座、骨密度等の測定会の実施 
・健康ポイント事業（千葉県）の実施に向けた調整（庁内関係課、市内店舗等） 

 
事業名 ★協働事業提案制度整備事業 事業費 財源内訳 

課 名 市民活動支援課 
295 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 7 目 0          0       0       295 

事業内容 
①市民提案型及び行政提案型の協働事業提案制度を新設する。 

②協働事業提案制度実施事業の発表会を開催する。 

令和８年度 

事業内容 
・市民提案型協働事業提案制度の制度化 

 
事業名 ★まちづくりプラットフォーム事業 事業費 財源内訳 

課 名 市民活動支援課 
17,297 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 7 目 0          0       120       17,177 
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事業内容 
 市民主体の協働のまちづくりを推進するまちサポで、市民活動に係る人材の発掘・育成や、市民活動団体の育成に関する事
業を実施する。 
 市、まちサポ、市民(活動団体)などが対等な立場で、まちづくりに関する語り合う場（円卓会議）を設ける。 

令和８年度 

事業内容 

・市民活動に係る人材の発掘・育成 
・市民活動団体の育成 
・まちづくりに関する語り合う場（円卓会議）の検討 

 
（４）白井らしい環境を活かすまち 

事業名 ★空き家対策事業 事業費 財源内訳 

課 名 建築宅地課 
182 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 7 款 4 項 1 目 0   0 0  182 

事業内容 
・所有者等に対し、空き家の適切な管理や活用に関する意識啓発や支援を行う。 
・空き家の更なる活用や適切な管理を促進するため、所有者等への意識啓発や支援の体制を整備する。 

令和８年度 

事業内容 

・所有者等への意識啓発や支援 
・空家等管理活用支援法人等と連携した所有者等への意識啓発や支援の体制の検討 
・空き家の所有者等意向調査 

・空等等対策協議会の開催 
・適切に管理されていない空き家への対応 

 
事業名 ★ごみがなくてきれいなまち推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 環境課 
1,921 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 4 款 2 項 1 目 0   0 0  1,921 

事業内容 
不法投棄防止のため啓発看板や監視カメラ等を設置するほか、市民参加によるごみゼロ運動の実施や、市民団体等が実施す
る清掃活動や沿道草花植栽を支援する。 

令和８年度 

事業内容 

・沿道みどりの推進事業補助金の交付 
・監視カメラ、不法投棄防止看板の設置、管理 

・不法投棄物の撤去、適正処理 
・環境美化活動の実施、支援 
・パトロールの実施 

 
事業名 ★担い手育成事業 事業費 財源内訳 

課 名 産業振興課 
5,099 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 5 款 1 項 3 目 5,000   0 0  99 

事業内容 
農業従事者や関係機関と協力し、農業に従事したい人に対して、支援（講座、技術支援等）を行うとともに、研修先として受け入

れてもらうための体制作りなど、新規就農者が離農しないための支援体制の構築を図る。 

令和８年度 

事業内容 

・就農支援講座の開催 

・新規就農者への伴走支援 
・就農希望者が経験を積むための農場（トレーニングファーム）の調査・研究 

 
事業名 ★農業生産技術・経営改善支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 産業振興課 
14,098 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 5 款 1 項 3 目 8,438   0 79  5,581 

事業内容 

市が包括連携協定を締結している大学、企業や、スマート農業に取り組んでいる（興味のある）農家をつなげ、コンソーシアムを
形成することで、現場の声を活かしながら、どのような技術があれば課題解決につながるか検討し、スマート農業を社会実装す

るための体制構築、支援体制構築を図る。 
 また、農業者が経営を続けることができるよう新たな補助金の検討を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・コンソーシアム形成（構成：市内農家・大学・企業・市）の実施に向けた検討・調整 

・市の農業政策のアドバイザーの配置（関係者の交流支援・ファシリテーション業務等） 
・スマート農業の実験及び実装に向けた調整 

 
事業名 ★環境学習推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 環境課 
443 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 4 款 1 項 4 目 0   0 0  443 

事業内容 
市民一人ひとりが環境に関心を持ってもらい、環境保全活動の契機となるよう、市民団体や企業等と連携した環境学習講座、イ
ベント、グラウンドワーク活動等を実施する。 

令和８年度 

事業内容 

・市民団体や企業等との協働による講座等や環境フォーラムの開催 
・中学校を対象とした脱炭素未来ワークショップの実施 

・市民団体や企業等との協働によるグラウンドワーク活動の実施     
（５）新しい産業が栄えるまち 

事業名 ★特産品応援事業 事業費 財源内訳 
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課 名 産業振興課 
987 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 6 款 1 項 2 目 0 0    7  980 

事業内容 
農産物、加工品、工業製品などをふるさと産品（認定品）として認定し、認定品の周知啓発を図る。 
 梨をはじめとした白井市産農産物については各関係機関との協議や支援、産学官連携の推進を図る。 

令和８年度 

事業内容 

・認定品及び認定事業者の発掘 ・ふるさと産品認定審査会の実施 
・農産物をはじめとした認定品の周知、啓発 

（ふるさと大使、パンフレット、ＨＰ、ＳＮＳ等） 
・認定事業者の販売機会の創出支援（イベント参加照会など） 
・認定事業者間の交流機会の創出【異業種・異分野交流】 

 
事業名 ★工業団地活性化支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 産業振興課 
1,800 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 6 款 1 項 2 目 0 0    0  1,800 

事業内容 
白井工業団地エリアの将来像の実現に向け、プラットフォームを通じて意見交換を行い、工業団地主体のエリアマネジメントの

導入や施設の集約・再編等の具体策を検討・実施する。 

令和８年度 

事業内容 

・工業団地の就業環境の改善及び活性化に向けた取組手法の検討と実施に向けた調査及び社会実験の内容検討 
・工業団地協議会補助金の交付 

 
事業名 ★雇用・労働支援事業 事業費 財源内訳 

課 名 産業振興課 
908 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 6 款 1 項 2 目 610 0    0  298 

事業内容 

求職を希望する人に対し無料職業紹介所における職業紹介及び関係機関との連携による就職活動支援セミナーを、求人を実
施する企業に対し雇用促進に向けたセミナー等を開催する。 

 また、適正な労使関係の構築に努めるよう事業の展開や周知啓発などを行うとともに多様な働き方についての情報提供や支
援を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・市無料職業紹介所の運営 ・中小企業育児・介護等休業取得促進奨励金の審査、交付 

・(再)就職支援セミナー(求職者向け)、人材育成等雇用促進セミナー(企業向け)の実施 
・若者就労支援機関と連携した若者の就労促進、若者を中心としたセミナー等就労支援 
・労働相談の実施 ・多様な働き方についての情報提供、調査・研究 

・その他関連法の周知啓発活動 

 
事業名 ★生産性向上道路整備事業 事業費 財源内訳 

課 名 道路課 
649,332 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 7 款 2 項 2 目 256,181 377,400    0  15,751 

事業内容 
白井工業団地と国道 16 号を結ぶ新たな大型車対応の道路の整備（市道 00-136 号線）及び二重川沿い道路の整備（市道 03-
017 号線）推進を図る。 

令和８年度 

事業内容 

・工事 
・施工協議・指導 

 
事業名 ★農地集約化等最適化事業 事業費 財源内訳 

課 名 産業振興課 
510,050 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 5 款 1 項 3 目 505,000 0    0  5,050 

事業内容 
 関係各課と連携し、地域計画の更新などにより地域の状況を確認しながら、新たに農産業の参入に対して支援を行う。 

また、参入しやすい環境を整えるため、県等の補助金を活用し、農地の整備に対する費用支援の検討も行う。 

令和８年度 

事業内容 

・地域計画の更新の際に、集約可能な農地の確認 

・規模拡大を希望する農業者や新たに参入を希望する農業生産法人に対する相談の実施 
・参入しやすい環境を整えるための補助金の検討や活用 

 
（６）災害に強いまち 

事業名 ★道路維持修繕事業 事業費 財源内訳 

課 名 道路課 
241,917 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 7 款 2 項 1 目 44,216 57,100    0 140,601 

事業内容 幹線市道などの効率的・効果的な舗装修繕を行う。 

令和８年度 

事業内容 
・幹線市道等の修繕工事 

 
事業名 ★橋梁維持修繕事業 事業費 財源内訳 

課 名 道路課 229,282 国県支出金 地方債 その他 一般財源 
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款項目 一般会計 7 款 2 項 3 目 48,684 124,300    0  56,298 

事業内容 定期的な橋梁点検の結果に基づき、計画的に橋梁修繕を行う。 

令和８年度 

事業内容 
・橋梁修繕計画更新業務、橋梁点検業務、橋梁修繕工事 

 
事業名 ★公共施設適正管理推進事業 事業費 財源内訳 

課 名 公共施設マネジメント課 
212,519 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 2 款 1 項 5 目 0 44,000    120,827  47,692 

事業内容 

個別施設計画に基づき、公共施設（小・中学校を除く）の計画的な施設の修繕、維持保全工事、長寿命化工事により老朽化対

策を講じるとともに、市民サービスの維持向上を効率的に行うための公共施設の最適配置など、官民連携手法の導入を推進す
る。 
 また、公共施設の維持管理、定期的な法定点検、巡回点検による簡易な修繕を包括的に実施し、施設の老朽化対策を図る。 

令和８年度 

事業内容 

・公共施設包括管理業務（2 期）開始 
・公共施設最適配置の検討（実施） 

・官民連携の推進、維持保全工事、長寿命化工事の実施 
・ＬＥＤ照明リース検討 

 
事業名 ★災害時必要設備充足事業 事業費 財源内訳 

課 名 危機管理課 
4,508 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 4 目 0   0 165 4,343  

事業内容 
断水時における生活用水を確保するため、災害時非常用井戸の活用を推進するとともに、既設の非常用井戸の適切な維持管
理及び改修等を行う。 

また、震災時等における電気火災を防止するため、感震ブレーカーの普及を推進する。 

令和８年度 

事業内容 

（感震ブレーカー） 

・防災訓練、防災講話、広報しろい、ホームページ、SNS 等による啓発 
・感震ブレーカー等設置状況の調査 ・補助制度の実施 
（井戸関連） 

・災害時協力井戸水質検査 ・非常用井戸の保守・水質検査等 

 
事業名 ★備蓄体制強化事業 事業費 財源内訳 

課 名 危機管理課 
3,672 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 4 目 0   0 1,860 1,812 

事業内容 
地域防災計画に定める備蓄目標量をクリアし、安定的に備蓄物資を供給するため、ローリングストックによる管理を徹底する。 
また、市の備蓄が必要な品目及び数量等について整理するとともに、多様なニーズに対応した備蓄物資や資機材等の計画的
な購入を進める。 

令和８年度 

事業内容 

・備蓄計画の策定 
・備蓄倉庫の点検 

・備蓄物資、資機材等の計画的な購入・入替 
・備蓄物資の再配置の検討 

 
事業名 ★防災体制整備事業 事業費 財源内訳 

課 名 危機管理課 
8,974 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 4 目 605 0    0  8,369 

事業内容 
災害対策本部体制、業務継続・受援体制、避難行動の支援体制等の強化及び災害時応援協定を推進するとともに、必要な訓

練を実施する。 

令和８年度 

事業内容 

・災害対策本部訓練の実施 

・避難所開設訓練の実施 
・地域防災計画（関連計画・マニュアル等）の見直し 
・避難行動要支援者支援策の推進 

・災害時応援協定の推進    
事業名 ★災害時医療体制整備事業（体制整備・救護所運営） 事業費 財源内訳 

課 名 健康課 
2,769 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 4 目 1,619   0 0  1,150 

事業内容 
発災時の速やかな医療体制の整備のため、災害医療対策会議等を通じ、日ごろから関係機関との連携を図る。また、関係機
関と連携の上で策定した医療救護活動マニュアルに沿った実践ができるよう適時訓練等を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・災害医療救護本部における運営想定訓練（役割、災害対策本部との連携など） 
・トリアージポスト及び救護所用テント設置訓練の実施 
・災害医療対策会議の実施（年 1 回） 

・市民に対する市の災害医療体制についての周知(広報紙やリーフレット等)    
事業名 ★災害時医療体制整備事業（医療救護本部運営） 事業費 財源内訳 

課 名 保険年金課 
314 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 4 目 0 0    0  314 
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事業内容 
発災時の速やかな医療体制の整備のため、災害医療対策会議等を通じ、日ごろから関係機関との連携を図る。また、関係機
関と連携の上で策定した医療救護活動マニュアルに沿った実践ができるよう適時訓練等を行う。 

令和８年度 

事業内容 

・災害医療救護本部における運営想定訓練（役割、災害対策本部との連携など） 
・トリアージポスト及び救護所用テント設置訓練の実施 
・災害医療対策会議の実施（年 1 回） 

・市民に対する市の災害医療体制についての周知(広報紙やリーフレット等)    
事業名 ★消防団再編事業 事業費 財源内訳 

課 名 危機管理課 
37,758 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 2 目 61   8,000 0 29,697 

事業内容 
地域の実情を考慮し、消防団の再編を行い、消防団組織の最適化及び各部の対応力の強化を図るとともに、再編により使用し
なくなった消防団器具庫及び車両等の処分を行う。 

 消防団活動や訓練の内容の見直しを行うとともに、消防団と自主防災組織との連携強化を図る。 

令和８年度 

事業内容 

・車両及び器具庫の部名数字化 
・庁舎新築工事に伴う実施設計（１棟） 

・庁舎新築工事に伴う測量（１箇所） 
・消防団再編に伴い、不要となった器具庫解体(２棟） 
・SNS 等で消防団活動の PR    

事業名 ★地域防災力向上事業 事業費 財源内訳 

課 名 危機管理課 
4,893 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

款項目 一般会計 8 款 1 項 4 目 386   0 2,000 2,507 

事業内容 
総合防災訓練を小学校区ごとに開催し、地域の災害意識の高揚を図るとともに、自主防災組織の支援等を行う。また、防災講
話や広報等による啓発活動を行い防災意識の高揚を図る。 

令和８年度 

事業内容 

・防災講話（なるほど行政講座等） 
・防災アドバイザー派遣・その他啓発活動 
・自主防災組織への防災資機材交付 

・自主防災組織研修・会議 
・市主催の防災訓練の実施・地域主催の防災訓練の支援  
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